
地方財政論
第９回

佐藤主光（もとひろ）



講義の構成

• 狙い：地方税制の特徴と課題を理解する

• トピック

• 税の経済学入門

• こんなところに地方税：意外と身近な地方税

• 税源の偏在と不安定：東京対地方



税の帰結
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税は政治？

• 「税は政治そのもの」？ ⇒帰結は経済そのもの

• 政治的に望ましくても、経済的に合理性に欠く税の経済的な
帰結は望ましくない⇒非効率・不公平

例：消費税の軽減税率

• 税は政治の問題と割り切ることはできない！

経済学の視点＝エビデンス・ロジック

政治の視点＝選挙・既得権益への配慮

4



税の帰結

税目 要因 帰結 認識

固定資産税 小規模住宅への軽減
措置

 「空き家」の放置
 日本人の家は「うさぎ小屋」？

 多死社会問題
 日本の狭い国土

車体課税 自動車税と軽自動車税
で異なる課税基準

 性能は同じでも軽自動車税が広く普
及

 軽自動車は地方の足・庶民
の味方

酒税 ビールと発泡酒で異な
る税率

 ビールの低迷と発泡酒の普及  消費者のビール離れ

法人税 高い実効税率  内部留保の積み上げ
 リスクを取らない経営？

 乏しい経営能力

所得税 配偶者控除  103万円が企業の配偶者手当の基準
に

 税制上の壁はない
⇒「心理的」な壁？
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小規模住宅への優遇措置

区分 固定資産税 都市計画税

小規模住宅用
地

住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2まで

評価額×１／6 評価額Ｘ１／3

一般住宅用地 住宅の敷地で住宅１戸
につき200m2を超え、家屋
の床面積の10倍まで

評価額Ｘ１／3 評価額Ｘ2／3
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「空家等対策の推進に関する特別措置法」
（平成26年法律第127号）の規定に基づき、

市町村長が特定空家等（注１）の所有者等
に対して周辺の生活環境の保全を図るため
に必要な措置をとることを勧告した場合は、
当該特定空家等に係る敷地について固定資
産税等の住宅用地特例の対象から除外す
ることとする。

注１：周辺の生活環境の保全を図るために
放置することが不適切な状態にある空家等



参考：車体課税の概要

取
得
段
階

自動車税
【都道府県税】

軽自動車税
【市町村税】

登録車 軽自動車

保
有
段
階

取得価格×３％ 取得価格×２％

（定額/年）

10,800円
排気量に応じ
（29，500円～

111,000円）

（定額/年）
2,500円 （エコカー）
3,300円 （非エコカー）

（車体重量（0,5トン毎）に応じ/年）
2,500円 （エコカー）
4,100円 （非エコカー）
5,700円 （13年経過車）
6,300円 （18年経過車）

※消費税10%引上げ時（平成31年10月1日）に廃止→自動車税/軽自動車税に環境性能割が導入

自動車取得税
【都道府県税】

自動車重量税
【国税】

購
入
時

新
規
登
録
時

＋
車
検
時

毎
年

＋エコカー
減税

＋エコカー
減税

＋グリーン
化特例

 ①登録車と軽自動車で税額や課税方法が異なる。
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出所：経済産業省



酒税とビール

• 酒税率の違い

⇒ビールから発泡酒等への代替効果を誘発？

出所：ビール業界分析http://www.towaly.com/event/2012.06.27.pdf

ビール税一本化、本格議論…政府・与党

政府・与党は今秋から始める２０１７年度税制改正の
議論で、ビール類の酒税の見直しを進める方針だ。
ビール類の税額の５５円程度への一本化や、ビール
の定義拡大が主な論点。

毎日新聞2016年8月17日
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http://www.towaly.com/event/2012.06.27.pdf


参考：退職金課税

出所；国税庁ＨＰ

勤続年数 退職所得控除額

20年以下 40万円×勤続年数

20年超 800万円+70万円×（勤続年数－20年）

9



参考：配偶者の就労への壁

10出所：政府税制調査会資料

配偶者控除・特別
控除は見直しへ



課税への反応

• 税に対する個人（経済主体）の反応は多層的

 公共選択＝課税の決定⇒有権者として反応

 私的選択＝課税下での経済活動の決定⇒納税者として反応
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納税者の反応 財政への影響 例

公共選択 課税の趣旨（社会連帯・
応益性）への理解

考慮
政府の予算制約（収支）を勘案

社会保障制度や将来世代のため
にも消費税増税はやむを得ない

私的選択 自己利益を追求 考慮しない

自分の納税額と社会保障等公共
サービスをリンクさせない

掛け込み需要
課税逃れ（消費の抑制等）



出所：税調「金融・経済危機を背景とした欧米諸国における議論」（平成23年11月8日）



仏「税率75％」避け富裕層脱出

• フランスのオランド政権は所得税の最高税率を75％に大幅に引き上げる
増税案を修正する方向で検討に入った。重い税負担を嫌って富裕層が外
国籍を取得する「国外脱出」が相次ぐうえ、違憲判決も下ったからだ。

• 昨年５月に発足したオランド政権は、富裕層から低所得者への所得再配
分を掲げる。2013年からは２年間の時限措置で年収100万ユーロ（約１億
1500万円）を超える個人の所得税率を、現行の約40％から一気に75％に
引き上げる案を示した。

• 企業経営者や富裕層の多くが脱出先に選ぶのが隣国ベルギー。12年中
にベルギー国籍を申請したフランス人は126人と、前年から倍増した

日本経済新聞2013/1/9
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外形標準課税
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資本金1億円以上の大企業について
法人事業税を外形標準税化



東京都内における外形標準課税対象法人数の推移

（単位：社）

（年度）

注 平成16～28年度東京都税務統計年報より、資本金１億円超の普通法人（相互会社を含む）と外国法人を集計したもの。
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18,608 

17,842 
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外形標準課税を避け
るよう資本金を減資

出所：東京都税制調査会



地方法人課税と税源の偏在



東京対地方

• 地方法人課税の偏在是正？

• 経済財政運営と改革の基本方針2018「地域間財政力格差の拡大に対しては、税源の偏在性が小さく、税収が安定
的な地方税体系を構築する。地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について検討し、平成31
年度税制改正において結論を得る」

• 全国知事会平成 30 年7月26日）「地方法人課税が地方団体にとって企業誘致等による税源涵養のインセンティブ

になっている」といった「地方法人課税の意義や、大都市部及び地方部における行財政需要なども踏まえつつ」も
「地方法人課税について、新たな偏在是正措置を講じることにより、偏在性が小さい地方税体系を構築すべき」

都、税の偏在是正対抗へ有識者会議 国の動きけん制
• 東京都は14日、税財政について話し合う有識者会議の初会合を開いた。都はこれまでの国の税制

改正で約６兆円分の税収が減ったと主張、2019年度税制改正でも追加措置がとられると警戒する。

今後始まる国の税制論議に向け、「大局観を持った本格的な議論」（小池百合子知事）を武器に対
抗する。

日本経済新聞（2018年6月14日）



出所：総務省
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平成28年度 地方法人特別税 譲与税 増減

全国 1兆7776億円 1兆7776億円 0

東京都 4481億円 2327億円 2155億円





法人二税に偏った地方税体系

• 我が国の地方税制は法人課税に偏重⇒総じて経済に「優しくない」税制

法人税率は諸外国（ＯＥＣＤ平均＝約25％）に比べて高い（実効税率29.74％）

主に高くしているのは地方法人課税（国の法人税＝23.2％）

• 地方法人課税の課題

 対外的＝国内立地企業の国際的競争力・我が国の立地競争力を阻害

 対内的＝一人当たり税収の地域間格差・税収の不安定

• 地方法人課税の見直し

 地域間格差＝法人二税の一部国税化

 理念先行＝応益課税としての地方法人課税

• 実態は高度成長型税制＝課税ポイントとしての企業（法人税、所得税の源泉徴収）

 「取りやすいところから取る」
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地方税収の内訳（平成30年度地方財政計画ベース）

出所：総務省資料 22
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参考：法人税率の国際比較

24出所：経済産業省



出所：総務省資料



他の税目の改革
政府税制調査会（2014年6月）

(a) 資本所得課税

• 「法人所得課税は、個人所得課税の前取りとの性格を有するものであることから、法人所得課税の
減税を行う場合には、個人所得課税における資本所得課税の強化を検討すべきである。その際、
金融所得課税の一体化の流れ等に留意する必要がある。」

(b) 給与所得控除

• 「法人形態にすることでオーナー自身への給与等を損金に算入し、さらに個人段階では給与所得
控除を受けることができることが、「法人成り」の誘因の一つであることが指摘されている。給与所
得控除の水準を含めた検討が必要である。」

(c) 住民税や固定資産税

• 「地方税については、行政サービスの受益に応じてその費用を広く分担するという考え方が重要で
あることを踏まえ、住民税や固定資産税等について充実を検討すべきである。」
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参考：地方税の現代化

• 今回の政府税制調査会では地方税の見直しが進まなかった（例外は外形標準課税の拡充）

中期答申「、経済のグローバル化やデジタル化などが進展している。こうした様々な経済社会の構造変化
によって生じる課題に対し、応益課税の原則や各税目の性格等を踏まえつつ、引き続き、地方税について
も対応を検討していくことが必要である。 」

• 現行の地方税は20世紀的

個人住民税（所得割）は前年所得課税⇒非正規雇用等の所得の不安定や短期滞在の外国人労働者等に
対応できない

自動車税・軽自動車税は排気量（エンジンの大きさ）に応じた課税⇒電気自動車（ＥＶ）の登場、「保有から
利用」への変化に対応できない

法人二税（法人住民税・事業税）に依存した税体系（特に都道府県）⇒地域間の税収格差、税収の不安定
に繋がる他、我が国の法人課税の「実効税率」（国税＋地方税）が諸外国に比して高止まり

固定資産税の償却資産課税⇒企業の設備投資を阻害する他、無形資産の多いデジタル企業等との課税
上のバランスに欠く（応益負担に適わない？）



地方の課税自主権
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超過課税とは？：教科書編
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• 超過課税＝標準税率（地方税法の定める税率）を超えた税率で課税すること

自治体の課税自主権の行使

法定外税（普通・目的）も地方の課税自主権の一つ

• 何のための課税自主権か？

地方の主体性＝自らの負担を自らが決める

限界的財政責任＝自治体が決めた支出の負担は「地域の会員」（住民・企業）で負う

本報告の強調点：超過課税の実態と課題は？

自治体
予算

義務的な支出

交付税・補助金等

裁量的な支出

地方税

裁量的支出増

超過課税

受益と負担の連動
＝コスト意識の喚起



建前（通念）と実態

建前 地方の課税自主権は
限定的

地方税の税率が標準税率に満たない自治体の地
方債の発行は許可されない（地方財政法第５条）。

実態 課税自主権を発揮？ 「公益、もしくはそれに準じる事由」があれば地方
自治体は条例により不均一課税・減免措置を講じ
ることができる （地方税法６条）
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超過課税の現状

• 超過課税は法人課税（法人事業税・法人住民税）に偏重し
てきた

⇒法人課税に偏った「限界的財政責任」

法人課税負担の帰着＝消費者（製品価格の上昇）・労働者
（賃金水準・雇用の減少）・投資家（配当等投資収益の低
下）

⇒租税輸出＝負担の一部は非居住者（住民以外）に波及＝
転嫁・・・

• 住民に負担を求めた超過課税もあり

個人均等割への超過課税
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法人県民税特
例制度
：使途途と税収
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奈良県

 超過課税対象
事業は超過課
税収入だけで
賄われている
わけではない
⇒他の財源も充当

・「お金に色はない」・・・
⇒実態は一般財源？



森林環境税
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奈良県森林環境税
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目的税の
帰結・・・
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奈良県森林環境税

基金の減少

平成27年度
に基金ゼロ

 税収を超えて対象
事業費が拡大

 基金残高は減少
⇒
 事業の継続は？
 他の財源を充当？

事業費
の拡大

限界的財政責任
＝負担と受益のリンクは？



森林環境税への認知？

• 森林環境税への認知は高く
ない

森林環境税＝均等割への超
過課税

• 住民・企業は超過課税＝負
担増を認識していない・・・

税額が余り高くないから・・・

36

・地域住民（個人・企業）の
対象事業へのコスト認識は？
 住民不在の課税自主権？





車体課税について
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（参考）平成２９年度税制改正大綱

【車体課税の見直し】（抜粋）

なお、消費税率10％への引上げの前後における駆け込み需要及び反動

減対策に万全を期す必要があり、自動車をめぐるグローバルな環境、自動

車に係る行政サービス等を踏まえ、簡素化、自動車ユーザーの負担の軽

減、グリーン化、登録車と軽自動車との課税のバランスを図る観点から、

平成31年度税制改正までに、安定的な財源を確保し、地方財政に影響を

与えないよう配慮しつつ、自動車の保有に係る税負担の軽減に関し総合

的な検討を行い、必要な措置を講ずる。
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車体課税の「近代化」

成り立ち

自動車取得税
（昭和43年創設）

 地方道路整備の緊急性から、自動車の
取得の際の担税力に応じて負担

自動車税
（昭和15年創設）

 自動車を所有している事実に基づく担
税力及び道路損傷負担の両面から、所
有者に税負担軽自動車税

（昭和33年創設）

• 担税力を排気量＝エンジンの大きさで測定
⇒「外形標準的」資産課税・・・
 他の税制では担税力は所得、資産、消費などの価値
（金額）でもって測られる

• 自動車を所有している事実に基づく担税力
⇒奢侈品としての自動車

新しい経済環境への適応

課税根拠 課税ベース

自動車保有＝担税力ではない 車は奢侈品ではない＝資産課税からの転換

新しい課税根拠 環境税 排気量（ＣＯ２）

道路損傷負担 重量？ 40



参考：諸外国の自動車税

国 ドイツ イギリス フランス

税 取得時 保有時 走行時 取得時 保有時 走行時 取得時 保有時 走行時

税
金
名

VAT

ガソリン・ディーゼル車
電動車

エネルギー税 VAT 自動車
物品税

自動車
物品税の追
加課税

炭化水素油
税 VAT 登録税 乗用車税 燃料税

09年以降登録車 09年以前

基礎課税
CO2

排出量に応
じた課税

排気量に
応じた課税

電動車 へ
の課税

課
税

基
準 購入金額 排気量 CO2

排出量
燃料タイプ+
排ガス性能 車体重量 燃料の

種類 購入金額 CO2
排出量 車体価格 燃料の

種類 購入金額 馬力 CO2
排出量

燃料の
種類

税
額
・

税
率

標準税率
19％

2~9.5
(€/100cc)

基準値
超過分

2
（€/(1g/km))

6.75~
37.58

(€/100cc)

€5.625
~6.390
（10年間免

税）

47.00
~65.50
（€/100l）

標準税率
20％

￡0
~2,000

￡310
~450

62
~129.9
(￡/100l)

標準税率
20％

€27
~51.2

+ﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ
別減税

€160
10.85

~65.94
(€/100l)

出所：経済産業省資料
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（出典）日本自動車工業会資料

自動車関係諸税の規模・種類

42

 自動車関係諸税は、①車体課税と②燃料課税の２つがあり、合計で我が国の租税総収入の
約８％以上を占める重要な財源の一つ。

出所：経済産業省



所有から利用への変化

• 新しい経済環境＝若者の「自動車離れ」とライドシェア（海外の例：ウーバー）の普及

⇒所有から利用への転換

• 新たな課税根拠

（1）環境への配慮＋（2）道路の利用（に伴う摩耗）に対する対価⇒取得・保有段階ではなく、利用に
対する課税・料金

利用されない（車庫で眠った）自動車は大気汚染も道路の摩耗も起こさない・・・

電気自動車はエコではない・・・⇒電源からＣＯ２を排出（例：火力発電所）

化石燃料に加えて電気使用を含む環境税

例：デンマーク「炭素税」、英国「気候変動税」⇒車体課税から環境税への税体系のシフト

応益負担＝ＩＣＴ技術（ＧＰＳ等）を活用した道路の利用に対する料金賦課

例：英国の道路料金
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  デンマーク オランダ* イギリス ドイツ 

税目 炭素税 
燃料税 

(旧一般燃料税) 

エネルギー税 

(旧燃料規制税) 
炭化水素油税 気候変動税 

エネルギー税 

(旧鉱油税) 
電気税 

主な課税物件               

  

ガソリン ○ － － ○ － ○ － 

灯油 ○ － ○ ○ － ○ － 

軽油 ○ － ○ ○ － ○ － 

重油 ○ － － ○ － ○ － 

石炭 ○ ○ － － ○ ○ － 

ＬＰガス ○ － ○ ○ ○ ○ － 

天然ガス ○ － ○ ○ ○ ○ － 

電力 ○ － ○ － ○ － ○ 

課税対象とされる 

主な用途 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 
事業・家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 
事業用のみ 

交通・事業・ 

家庭用 

交通・事業・ 

家庭用 

課税段階 

(納税義務者) 

製造・輸入 

(電力は供給) 
製造・輸入 

製造・輸入 

(電力は供給) 
製造・輸入 供給 製造・輸入 供給 

施行時期 

1992 年導入 

(既存のエネルギー税

とは別に導入) 

1992 年 

(既存の一般燃料課徴金を

旧一般燃料税に改組) 

1996 年導入 

(追加課税) 

1993～99 年 

(税率の大幅な引

上げ) 

2001 年導入 

(課税対象の

拡大) 

1999 年 

(2003年まで段階的に

税率引上げ) 

1999 年導入 

(課税対象の拡大・2003

年まで段階的に税率引

上げ) 

 

欧州諸国におけるエネルギー税制による地球温暖化
対策の概要

44出所：財務省HP
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出所：環境省

使途について



出所：環境省

課税段階について



ロード・プライシングの例

エリア周縁にカメラを設置し、
読み取ったナンバープレート
から所有者に対して請求

実施方法
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ロンドンの混雑税＝平日（月～金）の7：00AM～6：00PMの
間にCCエリア内に車にて入りると1日1台につき￡11.50

https://tfl.gov.uk/cdn/static/cms/documents/congestion-charge-zone-map.pdf


徴税の強化

49



徴税の強化

• 地方自治体の税収基盤の強化は課税自
主権の行使＝超過課税・法定外税だけ
ではない

• 取るべき税は取る＝徴収対策

国レベル＝ＢＥＰＳ（多国籍企業による節
税）への対応

• 徴収強化は地方税への信認を確保する
上でも不可欠

滞納整理＝債権回収

正直な納税者がバカを見ない仕組み

・自治体は徴税強化（滞納整理）に「及び
腰」？
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51出所：総務省資料
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鳥取県の取組事例 主な成果

◇事務の共同化
・県と全市町村の共

同組織での滞納地方
税の徴収（H22～）

・県税徴収率は全国１位（６年
連続（H20～H25））、滞納額に
対する市町村の未処理率が約
１０％低下

 県の関与＝広域化

・個人住民税など県税
が関わる税目に限られ
るケースが多い・・・

⇒固定資産税など市町
村単独の税目を対象に
した県の関与は？



参考：奈良モデル
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・県のイニシア
ティブが必須

・県と市町村の
連携＝徴収対策
の「広域化」



「望ましい地方税」
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望ましい地方税

• 地方が課税自主権を行使するのに「望ましい地方税」の条件

応益原則

 「地方税は地域社会の会費」としての地方税

 受益の資本化⇒地価に反映

 納税者にとって税負担が明瞭（＝財政責任）⇒コスト意識の喚起

少ない偏在性⇔地域間財政力格差

固定性・安定性⇒安定的な財源確保

⇒住民と地方自治体が「正面から向き合い、自らの責任と負担で施策を進める姿勢」を促進

• 具体的に望ましい地方税とは？⇒固定資産税？

• 参考：諸外国においても固定資産税は地方の基幹税（例：英国カウンシルタックス）



参考：地方分権の「質」と「量」

• 量的分権化：「地方における歳出規模と地方税収の乖離を縮小」

⇒税源移譲による垂直的財政力格差の是正（地方の自主財源比率の引き上げ）

• 質的分権化：地方の課税自主権（税率の選択、課税標準（控除、課税評価額）の決定、徴税）
の強化

⇒財政面における「自己決定権と自己責任」の確立

• 支出面では地方のシェアは6割強を占めるなど、我が国は「量的」には分権化

⇒ただし、国の関与・規制があるため「質」は伴わない。
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再掲：地方の財政責任：

57

• 地方の財政責任とは？

自治体が決めた支出の負担は「地域の会員」（住民・企業）で負う

住民に高い受益と高い負担、低い受益と低い負担の選択肢⇒自治体の財政を「自分事」に

全体的財政責任ではない・・・⇒国の決めた義務的支出・ナショナルミニマムは国が財源保障（補助金で
ファイナンス）

• 地方分権≠補助金カット

自治体
予算

義務的な支出

交付税・補助金等

裁量的な支出

地方税

裁量的支出増

超過課税

受益と負担の連動
＝コスト意識の喚起



0

*
Au

A

国からの財
政移転＝S

可処分所得
＝私的財消費

住民所得

地方税＝T

地方公共支出－1

地方独自の支出

支出増

地方税増

税と支出
がリンク



残余変数としての地方税

• 地方独自の支出の増加

－地域住民からの要請による福祉・教育サービス等の拡充

ー割高な人件費、公共事業費等無駄な（住民に還元されない）支出

⇒地方税負担に反映＝「限界的財政責任」

• 地方支出増の財政的帰結が明確化⇒地方財政への住民の関心と監視を喚起

• 地方予算の「ハード化」

－「先決変数」としての政府間財政移転

－「残余変数」としての地方税

⇔ 「ソフトな予算制約」



参考：課税自主権

• 「地方においてもまずは自ら汗をかいて行政改革に取り組み、・・・超過課税や法定外普通税・目的
税などの課税自主権の活用・・・により歳入確保に努めることが必要」（政府税制調査会「わが国の税
制の現状と課題」（平成12年7月1４日）

• ｢地方において法人所得に課税することについては、徴税しやすい税源に安易に依存しているこ
と・・・選挙権を持たない法人への課税は・・住民への説明責任を曖昧にする」（ 「経済社会の自足的
発展のための企業税制改革に関する研究会」 （平成17年7月） ）

• 「課税自主権の活用は、地域における受益と負担の関係の明確化につながるものであり・・・住民と
正面から向き合い、自らの責任と負担で施策を進める姿勢が求められる。」（政府税制調査会「少
子・高齢化社会における税制のあり方」（平成15年6月17日）



課税と公平感

• 税の公平感

 応能原則＝担税力に応じた税負担

 応益原則＝受益に応じた負担

• 応能原則＝所得再分配

応能原則に従えば個人住民税均等割（人頭税）は「不公平」でも、応益原則では「公平」

• 所得再分配が国の責任⇒地方税に求められる公平感は「応益原則」

• これまでの地方税改革（法人事業税の外形標準化・住民税のフラット化）でも課税の応益性が強調
されてきた。



応益性

応能性

大

小 大

●累進的所得税

●均等割

●固定資産税●比例所得税

●地方消費税

応益原則と応能原則



公平感の多面性

応能原則 応益原則

個人住民税均等割（＝住民に一
律課税）

低所得層にも同等の負担を課すの
で不公平

皆が等しく受益するサービスへの
負担であれば公平

公的年金の世代間格差（受益と
負担の格差）

世代間再分配とみなせば受容でき
るかもしれない

負担（社会保険料）に受益（将来
給付）が見合わないので不公平

対応する機能 再分配機能 資源配分

機能配分 国 地方（地方公共財）



応益原則の実際

• 税負担が受益に「対応」

⇒ただし、受益と負担が厳密に（限界的に）一致しているわけではない。

⇒応益課税≠公共サービスの価格づけ・目的税

• 応益と応能の連続性：受益と負担の乖離が大きい（関連が希薄な）ほど、応益原則から乖離。
⇒フラット化された住民税（所得割）は累進課税よりも「相対的」に応益性を持つ。

• 「説明責任」としての応益課税

⇒税負担の根拠を納税者に明確化（受益するから負担するのか、担税力があるから負担する
のか）⇒納税者からの「信認」・地方税への「評価」



国税と地方税の機能配分

資源配分 地方公共財 地方自治体

国家公共財 中央（国）

所得再分配 中央

経済安定化 中央

• 国（中央）と地方の「比較優位」に基づいた機能配分

政策目的

国税 財源確保
再分配＝応能原則
経済成長の促進

地方税 財源確保
応益課税の徹底



望ましくない地方税

帰結

税収の不安定性 公共財・サービス供給が不安定

税源の地域間偏在 地域間不公平

課税ベースの地域間移動 財政的外部効果（租税競争）と税収確保の困難

財政責任（応益原則）の欠如 放漫財政の放置
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